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論文内容の要旨
鉄筋コンクリート構造において主要な鉛直部材で、偏平な断面を有する壁柱、連層耐震壁、コア壁は、
高軸力下における靭性確保のために、偏平な断面形状に係わる特別の注意が必要である。すなわち、部材
の脚部において、断面の端部に特に高い圧縮力が作用するため、この領域のコンクリートの圧縮靭性が部
材の変形能力を左右する。
端部コンクリートの圧縮靭性を向上させる方法としては、拘束筋によるコンクリートの横拘束が有効と
考えられる。そこで、本研究においては、壁柱、連層耐震壁、コア壁の拘束筋による端部コンクリートの
拘束が部材の靭性に及ぼす影響を検討した。
本論文は全6章で構成されており、各章の概要は以下の通りである。
第1章は序論で、研究の背景および目的概要、既往の研究概観および本研究の位置づけ、本論文の構成、
について述べた。
第2章では壁柱の端部拘束が水平変形能力に及ぼす効果について検討した。偏平率D/b=3，5，8(D:壁
柱せい、 b:壁柱幅)、軸力O.35Fc、O.6Fc(Fc:コンクリート強度)、直交材有り、無しの場合について水
平加力実験を行い、偏平率の増大、軸力の増大に伴い水平変形能力が低下するが、これらの条件下で端部
拘束領域増大、拘束筋量増大により水平変形能力が顕著に向上することを示した。
第3章では、柱型を有する連層耐震壁の壁板拘束が水平変形能力に及ぼす効果を検討した。既往の研究
で、壁板拘束の効果について、その可能性が指摘されるにとどまっていたが、本研究における連層耐震壁
の水平加力実験と壁板を模擬した部分試験体による中心圧縮試験から、壁板拘束により連層耐震壁の限界
部材角が40/1000rad.まで増加することを明らかにした。拘束筋形状については、幅止め型の場合でも、
閉鎖型の場合と同程度の効果を有することを示した。
第4章ではL型断面コア壁における隅角部および、壁板の拘束が水平変形能力に及ぼす効果を検討した。
60N/mm2クラスの高強度コンクリートを用いた試験体で、O.6Fcの高軸力下において、水平加力実験を行
い、合わせて、隅角部および壁板部を模擬した部分試験体による中心圧縮試験を行った。実験より、隅角
部における拘束領域増大、壁板の拘束筋量増大によってコア壁の水平変形能力が向上することを示した。
第5章では本論および既往の壁柱、コア壁の実験結果より、端部拘束効果を定量的に示す端部拘束指標
を提案し、端部拘束指標と限界部材角の下限を示す関係式を提示した。
第6章は本論文の結論である。拘束筋による端部拘束効果が耐震壁の靭性に及ぼす影響に関して結論を
述べた。
????
論文審査の結果の要旨
鉄筋コンクリート構造は、通常高層になれば、地震力など、の水平力に対するねばり強さ、すなわち靭性
が余りないため、鋼構造が採用されることが多い。
そこで、本論文では、高軸力下における鉄筋コンクリート造の耐震壁、とくに偏平な断面を有する壁柱、
連層耐震壁、コア壁の拘束筋による靭性確保に関する実験的研究を行い、居住性のよい鉄筋コンクリート
造高層居住空間を可能にしようとするものである O
まず、鉄筋コンクリート構造の鉛直部材で、偏平な断面を有する壁柱の端部を拘束筋による水平変形能
力に及ぼす効果について、壁柱断面のせいを幅で除した偏平率および作用する軸力を変化させ、また直交
材の有無など種々の試験体による水平加力実験を行い、端部の拘束範囲および拘束筋量の増加によって水
平変形能力が大きくなることを定量的に明らかにしている O
つぎに、高層壁式ラーメン造などの連層耐震壁の水平変形能力について、柱を有する連層耐震壁の壁板
に拘束筋を設けた部分試験体による実験を行っている。その実験では、部材角に注目して変形性能を調べ、
拘束筋形状として幅止め型と閉鎖型の両方の場合について、その性能がともに高くなることを実証してい
る。
さらに、高強度コンクリートを用いたL型断面コア壁における隅角部および壁板の拘束筋による効果を
調べるため、部分試験体による高軸力下おける水平加力実験を行い、隅角部の拘束範囲および壁板の拘束
筋量の増大によって水平変形能力が向上することを実証しているO
最後に、上記の実験および既往の実験結果をふまえ、従来の端部拘束指標とは異なる、端部コンクリー
トの拘束程度と拘束筋による拘束領域を表す項および立体耐震壁に拡張した偏平率を用いた新しい端部拘
束指標を提案している。この端部拘束指標と限界部材角の下限を示す関係式を示し、壁柱や耐震壁の拘束
筋による靭性を評価できることを明らかにしている。
以上のように、本論文は、鉄筋コンクリート構造の高軸力が作用した耐震壁に拘束筋を設けることによ
る靭性確保について実験的に検討し、鉄筋コンクリート構造の耐震性能に関して有用な知見を得ている。
これらの成果は、建築構造学、とくに鉄筋コンクリート構造分野の発展に寄与するところが大であるO よっ
て、本論文の著者は、博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認めるo
